
２０００年以降の主な道州制論

(1)　政府 (H18.8現在）

報告・発行年 団体名等 提言・表題等

平成15年11月 第２７次地方制度調査会 今後の地方自治制度のあり方に関する答申

平成16年5月 地方分権改革推進会議
地方公共団体の行財政改革の推進等行政体制の整備につい
ての意見　－地方分権改革の一層の推進による自主・自立
の地域社会をめざして－

平成17年10月
副大臣道州制ＰＴ（道州制の検
討に関するプロジェクトチー
ム）

道州制の検討について（中間報告）

平成18年2月 第２８次地方制度調査会 道州制のあり方に関する答申

（２）政党等

報告・発行年 団体名等 提言・表題等

平成12年6月
民主党　道州制実現推進本部プ
ロジェクトチーム

道州制－地域主権・連邦型国家を目指して（試案）

平成12年11月
自由民主党　道州制を実現する
会

道州制の実現に向けた提言

平成17年7月 自由民主党　道州制調査会 道州制に関する中間報告

（３） 経済団体等

報告・発行年 団体名等 提言・表題等

平成12年7月
２１世紀の関西を考える会　関
西経済再生シナリオチーム

新たな地域主権の確立に向けて

平成14年2月 日本・東京商工会議所 真の地方分権の実現を通じた日本の再生を目指して

平成14年2月
関西経済同友会　地域主権・Ｎ
ＰＯ委員会

関西活性化のために大阪府と市の統合を

平成14年5月
ＰＨＰ総合研究所　「実効ある
地域主権」研究プロジェクト

政策提言「地域主権」の確立に向けた7つの挑戦 : 日本再
編計画2010

平成14年10月 中部経済連合会 道州制移行への提言　─自立型行財政体制の確立に向けて

平成14年10月
全国経済同友会　地方行財政改
革推進会議

自ら考え、行動する地域づくりを目指して
－地域主権確立への行財政改革の提言－

平成15年1月 日本経済団体連合会 活力と魅力溢れる日本をめざして

平成15年2月 関西経済連合会 地方の自立と自己責任を確立する関西モデルの提案

平成16年11月 中国経済連合会
広域的な地方自治の実現に向けて
－中国地方からの道州制移行論－

平成17年1月
関西経済連合会　関西分権改革
研究会

分権改革における関西のあり方　－魅力ある関西に変える
ために関西から行動を起こし地方分権の進化をめざそう－

平成17年4月 総合研究開発機構 広域地方政府システムの提言－国・地域の再生に向けて－

平成17年5月
九州・山口経済連合会　行財政
委員会　地方制度研究会

地方からの道州制の推進に向けて ～「九州モデル」の検
討～

平成17年5月
九州経済同友会　九州はひとつ
委員会

九州自治州構想の提案　～九州からのアピール（要約版）

平成17年6月 北海道経済連合会 北海道の目指す姿と道州制

平成17年8月
全国経済同友会　地方行財政改
革推進会議行政改革部会

道州制による地域主権型システムの実現を－行政改革部会
からのアピール－

 資料８
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報告・発行年 団体名等 提言・表題等

平成17年11月 四国経済連合会
地方の自立に向けた行政制度改革について　[地方分権(道
州制)に関する中間報告]

平成17年11月
全国経済同友会　地方行財政改
革推進会議行政改革部会

 新しい地域主権型システム実現に向けた提言

平成17年11月
関西経済同友会　地域主権推進
委員会

「自立する関西州の設立を」
―「地域主権」の確立に向けて地方分権改革を促進する中
間提言―

平成17年11月 中部経済連合会 中部州の実現－効率的で小さな政府をめざして－

平成18年1月
国土計画協会　州制度研究会
ワーキンググループ

州制度の創設と実現へのプロセス～州制度（道州制）実現
は段階的に～

平成18年4月 経済同友会
基礎自治体強化による地域の自立　－一律的・画一的から
多様化・個性化推奨の地域行政へ

（４）都道府県等

報告・発行年 団体名等 提言・表題等

平成13年2月 北海道道州制検討懇話会 道州制　北海道発・分権型社会の展望

平成13年11月
岩手県地方分権研究会
「あるべき地方の姿」ワーキン
グ・グループ

「あるべき地方の姿」報告書―岩手からの提言―

平成14年12月
秋田県・「道州制」等に関する
研究会

分権型社会における地方の姿-道州制の実現に向けて-

平成15年2月 青森県・県の未来研究会 青森県の地方自治の姿―北東北３県合体に向けて―

平成15年3月
岡山県21世紀の地方自治を考え
る懇談会

２１世紀の地方自治を考える懇談会報告書

平成15年3月
（財）北陸経済研究所（富山
県）

越の国構想研究調査報告書

平成15年8月
北東北広域政策研究会（青森
県、秋田県、岩手県）

北東北広域政策研究会報告書　－地域主権の実現に向けて
－

平成15年8月 北海道 分権型社会のモデル構想 : 北海道から道州制を展望して

平成15年11月 静岡県内政改革研究会 静岡県内政改革研究会報告書

平成15年12月 島根県 今後の地方自治制度のあり方に関する論点整理等

平成16年4月 北海道 道州制プログラム : 北海道を道州制の先行地域に

平成16年11月
愛知県分権時代における県の在
り方検討委員会

報告書

平成16年11月 広島県 分権改革推進計画

平成17年3月 愛媛県「県のあり方研究会」
調査研究報告書－道州制導入による新たな政策展開の可能
性－

平成17年6月
九州地方知事会「道州制等都道
府県のあり方を考える研究会」

九州が道州制に移行した場合の課題等について

平成17年11月 沖縄県道州制等研究会 沖縄県道州制等研究会中間報告

平成18年2月
山口県県政集中改革本部　県の
あり方検討チーム

分権時代における山口県のあり方（最終報告）

（５）　全国知事会、地方六団体等

報告・発行年 団体名等 提言・表題等

平成17年6月
全国市長会 分権時代の都市自
治体のあり方に関する検討会

分権時代の都市自治体のあり方について

平成17年11月 全国知事会
第28次地方制度調査会における『道州制のあり方』の審議
内容に対する意見

平成18年1月
指定都市市長会 大都市制度調
査研究プロジェクト

道州制を見据えた新たな大都市制度の在り方についての提
言

平成18年6月 全国知事会 道州制特別委員会 分権型社会における広域自治体のあり方

－119 －


